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はじめに
· 丘陵地区のまちづくりは、土地活用アドバイザーの選定、事業区域を確定し今後、農整備エリアでは事業推進組織、都市整備エリアは土地区画整理組合の事業主体により事業着手の段階に入ります。まちづくり事業が実施されれば、各自の判断で土地利用をできる段階に入っていきます。
· 整備機構の設立に向けてこれまで議論を重ねてきましたが、各自で土地利用をするならば、特に整備機構といった組織は必要ないのではないか、と考えられます。だが、これまでのまちづくりの開発手法ではリスクが高く、必ずしも土地の資産価値が高まるとは言い難いのが現状ではないでしょうか。
· 土地を集約し、個人の土地利用のマネジメント、まちづくりのルールづくりなどの開発手法によって、各自のリスク負担を軽減し、土地の資産価値を高め、「みんなが得をする」ことになるのではないでしょうか。そのため、各自の力だけでなく、専門性を有する人や団体、組織など、他人の力を借りることが必要ということからも、整備機構は各自に代わって実現していく組織と考えられます。
· 今回は改めて、整備機構の必要性とともに、組織構成や運営していくための費用負担について検討していきます。

１．整備機構の必要性は


土地利用は







２．土地利用について

（１）個人による土地利用











（２）共同による土地利用





３．まちづくりの流れと整備機構の役割
（１）事業化に向けた検討を実施する段階では
例えば①－１












例えば①－２







（２）権利者主体で事業実施の段階(基盤整備)では
例えば②









（３）事業実施後の工夫・取り組みの段階では

例えば③





３．整備機構の組織構成
（１）まちづくりの流れからみる整備機構の役割
まちづくりの流れ（下図）はから整備機構の役割が大きく2つに分けることができます。平成23年度に土地交換を開始し、平成25年度に農整備に着手、平成26年度に都市整備の事業着手を予定しています。
また、それぞれの基盤整備が整ってきますと、それぞれの土地利用が始まります。






（２）整備機構の組織構成
前項の役割を進めていくために、整備機構がどのような構成になり、また、それにかかる費用について、法人化した場合を例にして考えたいと思います。
その前に、組織構成についての留意点を示しておきたいと考えます。
· 整備機構は、我々地権者の少ないリスク、負担で土地利用の資産価値や使用価値を高めるための組織です。そのため、専門性を有する学識経験者、専門家、団体など「他人の力」を借りるということから当然費用負担が発生します。
· 業務の地域への外注など、地域の産業振興に貢献します
· 人材の採用にあたっては地元雇用を基本します。

○市民農園などを自ら運営するなど収益を確保します。
①第1段階における組織構成
＜それぞれの役割＞
企画課

· 企業誘致・誘導の方策の検討
· 関係者等のネットワークの形成
· 情報相談課の地権者のニーズ、企業の動向などを分析し、企業誘致等の方策を検討
土地活用課
· 情報相談による地権者ニーズ、要望、苦情等を分析し、土地利用に活かす
· 市民農園、貸し農園などの創設のアドバイス、
情報相談課

· 丘陵地区整備の取り組みを社会に発信して、認知度を高める

· 基盤整備後に向けた企業・団体・個人への誘致ＰＲと要望の収集

· 地権者に向けた丘陵地区の整備状況の情報発信

· 土地利用に対する相談、アドバイス


整備機構を法人化した場合の組織構成　例
（株式会社を参考としました。）



人件費
社長：1名×１０，０００，０００＝１０，０００，０００

監査：1名×６，０００，０００　＝　６，０００，０００

部長：2名×６，０００，０００　＝１２，０００，０００

課長：4名×５，０００，０００　＝２０，０００，０００

社員：8名×３，０００，０００　＝２４，０００，０００

計　 16名　　　　　　　　　　 計　７２，０００，０００　円　　

経　費　　　＝３５％　　　　利益＝５％とした場合

必要資金 ＝７２，０００，０００円／（１００％－４０％）＝１２０，０００，０００円

(単位：百万円)

経　費＝42，000，000円(単位：百万円)

　　　　：福利厚生費、事務所賃料、光熱費、事務機リース料、備品、旅費、

自動車、燃料費等


②第２段階における組織構成

＜それぞれの役割＞

企画課

○仲間づくり、組織づくり、起業づくりのお手伝い
· 道の駅での集客イベントの開催などを企画
土地活用課

· 農、都市エリアの売地、借地の仲介、斡旋などを行います
· 企業誘致等の営業活動を行う
情報相談課

· 丘陵地区整備の取り組みを社会に発信して、認知度を高める

· 基盤整備後に向けた企業・団体・個人への誘致ＰＲと要望の収集

· 地権者に向けた丘陵地区の整備状況の情報発信

· 土地利用に対する相談、アドバイス
まちづくり課
· エリアマネジメント向けた住民、地権者、事業主による地域の自主的活動への仕掛けづくり
マネジメント課

· 景観形成・環境影響評価など土地利用のルールを守っていただく部署
業務運営課

· 市民農園や貸し農園を運営して利益を確保

· 人材の研修・育成講座などの開催により利益を確保




人件費
社長：1名　×１０，０００，０００＝１０，０００，０００

監査：1名　×６，０００，０００　＝　６，０００，０００

部長：３名　×６，０００，０００　＝１８，０００，０００

課長：７名　×５，０００，０００　＝３５，０００，０００

社員：13名×３，０００，０００　＝３９，０００，０００

計　 16名　　　　　　　　　　 計　１０８，０００，０００　円　　　

経　費　　　＝３５％　　　　利益＝１０％とした場合

必要資金 ＝１０８，０００，０００円／（１００％－４５％）＝１９６，０００，０００円
(単位：百万円)

経　費＝６８，０００，０００円(単位：百万円)

　　　　：福利厚生費、事務所賃料、光熱費、事務機リース料、備品、旅費、

自動車、燃料費等
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第８回　岸和田市丘陵地区整備機構準備会


～整備機構の必要性と組織構成について～

















平成２４年２月１０日


岸和田市丘陵地区整備機構準備会





事業参加者が合意のもと換地計画を立案のうえ、事業を推進し、土地が各自に換地されます














土地利用が行われます














共同しての土地利用











個人の土地利用











共同することによってリスクや負担が分散されます











リスクや負担が全て各自にかかってきます











整備機構による各自の土地利用のコントロールや調整などを行うことによって





土地の資産価値や使用価値を下げます。








各自の土地の資産価値を上げるだけでなく、丘陵地区まちの魅力を高めます








基盤整備後の土地利用は各自の判断・責任で行うのが原則です。


（地区計画、農地法などの法規制の範囲の中で）











各自の土地利用(用途)や、土地の条件（形状や地形など従前地との照合）などにより、事業参加者が合意のもと換地計画を立案のうえ、事業を推進し、土地を地権者に換地します。














各自の判断により、土地利用を行うことができます。














個人の土地利用にはメリット・デメリットがあります














個人の土地利用のメリット


○自己利用、賃貸、売却など自分の都合で決めることができます。











個人の土地利用のデメリット


●各自の土地条件(面積や形状など)により、土地利用が制約されます。


例）借り手が見つかったものの、条件が合わない


●自身の土地利用に支障があります。


例）・隣の土地に向上が立地され、自分の土地に借り手がつかない


・ビニールハウスの夜間照明で、自身の作付けに影響があった








こうした従来型のまちづくり整備事業で問題はありますか。


また、丘陵地区のまちづくりを進める上で、このような従来型の開発手法でいいのでしょうか。








各自の土地利用は、土地の幅を広げるとともにリスク負担の軽減を図ることにあります。


都市整備では保留地の主文が早くでき、リスク負担を軽減したい


収益性のある営農をしたい








農業及び都市の住宅地や業務地などの用途における「賃貸」「売却」の意向の近い人が一団として土地の条件をまとめています。








共同による土地利用は、リスクや負担の分散になります。そのため、専門性を有する専門家や学識経験者、企業、団体などの支援やアドバイスが必要です。








共同の土地利用におけるリスクが低く、負担の少ない開発手法で、各自の土地の資産価値をあげるための組織が必要です。








現在、丘陵地区の都市整備事業におけるリスク負担軽減のために土地活用アドバイザーの選定を行いました。








アドバイザーが企業情報を収集し、地権者に情報を提供します。








ある規模の土地利用を希望する企業が現れました。


企業は


希望する面積がどこにあるか。


希望する金額で賃貸（買う）ことができるか。


交渉や契約は誰とするか。


まちづくりの計画を確立しているか。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等を求めます。








企業に応えるために








この情報を誰がどのように発信するのでしょうか。


各自の意向を把握し、その意見調整を誰が行うのでしょうか。


土地の集約には、それぞれの損得がからむことから、公平性を担保できる調整を誰が行うのでしょうか。


企業の求める土地が担保できるように、土地のマッチングを誰が行うのでしょうか。


企業と交渉し、その条件等を誰がまとめるのでしょうか


契約期間の終了後の土地利用について、誰が計画するのでしょうか。














この場合も従来型のまちづくりでは、地権者が個々に判断することになります。








都市整備と同じように各自の土地利用だけでなく、「同じ思い」の人が集まり共同で利用を図ることで、収益性の高まる可能性があります。








現在農業をしているが、後継者がおらず、続けていくことに不安があります


整備後の土地が小さく土地利用が難しい


農地として利用したいが、自分一人では耕作することが難しい





誰が土地の集約を行い、同じ思いの人をつなぐのでしょうか





丘陵地区では、都市整備と農整備の両事業が実施され、それぞれの事業主体が各自の事業推進を図るために動き出します。











各事業を推進することが目的であり、他の事業への配慮が欠ける恐れがあります。


例）工程管理上、他事業をまたぐ必要である場合


→工事用進入路、排水先の確保、営農者への配慮など








他事業への配慮を欠くことによって、自身の工程に支障ができると、事業参加者へのリスク負担につながる恐れがあります。











誰がこの調整、コントロールを行うのでしょうか。











良好なまちづくりを行うことが、自身の土地・建物の使用価値や資産価値を高めることにもなります。








隣に何が建つか、わからないようでは怖い。


外環沿いの都市整備エリアに排出基準には合致するものの、煙が立ちこめる工場が立地された場合、そこに土地を持っている人にはいいですが、都市整備エリアの住宅地の地権者や、農整備エリアの耕作者には土地の使用価値や資産価値が低くなります。











地区計画(地区のまちづくりを進める上で、最低遵守しなければならない基準)を策定し、丘陵地区全体の地権者が有益にならなくてはなりません。








誰が策定し、誰が守らせるのですか。








第１段階：土地交換からまちづくり事業着手までに整えておかなければならない事項や、基盤整備後の土地利用に関する検討


企業の誘導や誘致のための地権者の意向把握や意見調整の検討


公平性を有した土地の集約の検討


企業や農整備を希望する面積を確保するための土地のマッチングの検討


農業における仲間づくりや組織づくりの検討


情報収集・発信


地権者の丘陵地区でのまちづくり事業の取り組み


企業の誘導・誘致の情報収集・発信





第２段階：基盤整備中から整備後に行う土地の利用の取組と資産価値を高める


企業の誘導・誘致


仲間づくり組織づくり


住民、地権者、事業主における地域への自主的な取り組みの仕組みや仕掛けづくり


まちづくりルールなどを監視する仕組みづくり


情報収集・発信


企業の誘導・誘致の情報収集・発信


丘陵地区での取り組みの情報発信と住民への情報発信・収集











０

